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市労連2021年統一賃金要求に関する申し入れについて（案） 

 

政府は、給与制度の総合的見直し、配偶者に係る扶養手当の見直しや退職手当の見直し

など、地方自治体及び人事委員会に助言と称する指導、圧力、不当介入を強め、自治体職

員の給与制度は改悪の一途をたどっており、生活実態は悪化しています。これ以上の地方

公務員のさらなる給与制度の改悪による給与引き下げは容認できません。 

大阪市においては昨年の人事委員会報告・勧告で、月例給は改定なしとなったものの、

一時金は0.05月分の引き下げが示され、勧告に基づいた改定となりましたが、組合員の給

与水準は極めて厳しい状況にあります。 

また、「給与制度改革」以降、多くの組合員が最高号給に達しており、結果的に昇給で

きない組合員が年々増加しています。2015確定交渉においては、一部の給料表で号給増設

が行われたとはいえ、極めて限定的なものであることから、現在の大阪市の給与制度は他

に例もなく早期に見直すべきであり、早急に総合的な人事・給与制度を構築すべきです。 

さらに、人事評価制度の本来の主旨にそぐわない「相対評価」による昇給や一時金への

給与反映が実施されており「相対評価」による給与反映は、組合員の納得性が高いとは言

えず、また、昨年の人事委員会報告において、絶対評価点が期待レベルに達しているにも

かかわらず、相対評価で下位区分になる課題が解消されていないとし、一昨年に引き続き

「相対評価」の問題点について言及されている。しかしながら、2020確定交渉において、

大阪市は具体的な改善案を示さなかったことから、早急かつ慎重に検討を行い、十分な交

渉・合意による改善をはかることはもとより「相対評価」自体の廃止を強く求めます。 

大阪市として、「賃金・労働条件は、労使の交渉によって決定すべき事項」という基本

態度を堅持し、組合員の生活実態、勤務条件・環境の改善にかかる下記の要求事項につい

て、これまでの交渉経過と自主性をもった労使協議と交渉により実現されるよう申し入れ

ます。 

 

記 

 

１．賃金引き上げについて 

生活保障のため、大都市に見合う現行賃金水準の改善をはかること。 

２．賃金体系の改善と配分について 

賃金体系の改善にあたっては、生活保障を重視し、世帯形成時にあたる若年層と中高年



層の体系是正をはかり、配分については本給重視とすること。さらに、55歳以上の昇給停

止を見直すこと。 

また、職務・職責に応じた総合的な人事・給与制度を構築すること。さらに、号給延長

など給与水準の改善を行うこと。 

３．賃金決定基準の改善について 

(1) 初任給基準（中途採用者を含む）の改善をはかること。 

(2) 格付基準（臨時期間・前歴の格付通算を含む）の改善をはかるとともに、昇格枠の拡

大と昇格条件の改善をはかること。また、昇格について公正・公平・納得性のある選考

方法とすること。 

(3) 給与制度改革に伴う各級最高号給到達者の勤務実績が昇給に反映されるよう改善す

ること。 

(4) 病気休職等の昇給抑制者に対する復元措置を講ずること。 

(5) 給料表については、職員構成及び業務実態を踏まえつつ、給料表構造の改善をはかる

こと。また、専門職給料表においては、国・他都市事情を考慮して検討すること。 

(6) 初任給調整手当については、支給額の引き上げを行うこと。 

(7) 技能労務職給料表について、技能職員が果たしている職責を踏まえ、職務給の原則に

基づいた給料表の構築に向け、給料表構造を抜本的に改めること。また、賃金センサス

については調査対象や調査時期等の問題が多いことから活用しないこと。 

(8) 保育士・幼稚園教員については、その職の社会的重要性を踏まえた、給与水準の改善

と昇格枠の拡大をはかること。 

(9) 医療職等の専門職については、人材確保・定着の観点から、給与処遇の改善をはかる

こと。 

４．諸手当の改善について 

(1) 扶養手当は属性区分の見直しや支給基準など、都度必要な協議を行い支給額の改善

を行うこと。 

(2) 通勤手当は支給基準の改善を行い、交通用具利用者に対する手当の基準を改善し、全

額非課税となるよう国に働きかけること。また、経路認定基準の見直しに伴う課題は、

十分な検証とともに引き続き必要な協議と改善を行うこと。 

(3) 住居手当は、国と異なる実態を踏まえ、大都市での住宅事情に見合ったものとして、

持ち家にかかる手当の回復を含めた制度改善と支給額の引き上げをはかること。 

(4) 地域手当については、本給繰り入れを基本に改善をはかること。 

(5) 夜間勤務手当及び超過勤務手当（深夜勤務を含む）の支給率の改善をはかること。 

また、必要な時間外手当財源を確保し、全額支給を行うとともに、労働基準法を遵守

した超過勤務命令の運用を行うよう周知徹底をはかること。 

(6) 一時金については、期末手当一本とし、年間5.0ヶ月以上とするとともに、支給方法

の改善をはかること。さらに引き上げ改定分についても、期末手当に配分すること。 



また、勤勉手当への相対評価結果の反映については、評価結果の納得性が得られない

ことから、労使合意を基本に十分な交渉・協議を行うこと。 

(7) 特殊勤務手当については、業務実態を十分踏まえた手当制度として改善すること。さ

らに、新型コロナウイルス感染症対策に伴う手当については、あらゆる事態を想定し、

柔軟性をもって額及び対象業務の拡大をはかること。 

(8) 夜間看護手当については、医療技術の高度化等、深夜における看護業務の実態を踏ま

え、支給額の引き上げをはかること。 

(9) 課長代理、課副参事について、その役割を十分考慮した上で、給与水準の回復をはか

ること。研究職給料表について、課長代理に対応する級を新設すること。 

５．昇給・昇格制度と人事評価制度について 

人事評価制度については、4原則（公平・公正性、透明性、客観性、納得性）2要件（労

使協議制度の確立・苦情処理機関の設置）の確立した制度に改め、人材育成を主眼とする

制度運用をはかること。また、「職員基本条例」に基づく相対評価は、人事評価制度の本

旨に反していることから廃止すること。 

さらに、昇給制度等の検討については、将来の人事給与制度の全体像を見据え、あるべ

き昇給制度等の検討を早急に行い、労働組合との必要な交渉・協議を行うこと。 

６．労働条件等の改善について 

(1) 仕事と家庭の調和（ワーク・ライフ・バランス）の重要性を踏まえ、労働時間を短縮

し、完全週休2日制の実施に伴う十分な条件整備をはかること。 

また、働きやすい勤務環境の整備のため、安全衛生委員会を活用し、定期的な職場点

検を行うこと。 

(2) 職員基本条例に基づく、分限処分は行わないこと。 

(3) 業務上交通事故に対する失職を防止するための特例を定めるなど、分限にかかる基

準を見直すこと。 

(4) 休職者の給与、給付内容などの改善をはかること。大阪市職員共済組合の傷病手当金

附加金廃止に伴う代替措置を早急に講じ、休職期間中の無給期間を生じさせないこと。

また、近年の休職者の実態をふまえ、「大阪市職員心の健康づくり計画」を十分に踏ま

えたメンタルへルス対策の一層の充実をはかること。特に、心の健康の保持・増進の観

点から職場における勤務環境の改善をはかること。さらに「パワーハラスメントの防止

等に関する指針」に基づき、法改正の趣旨を十分踏まえたパワーハラスメント対策の充

実をはかるとともに、全てのハラスメント対策を講じること。 

(5) 職員の福利厚生については、福利厚生制度の果たしてきた意義をふまえ、地公法第42

条に基づく使用者責任を果たしつつ、労使で十分な意見交換を行いながら「安心して働

き続けることのできる制度の確立」「組合員の働き甲斐」につながる福利厚生制度の確

立・充実に向け、福利厚生協議会等での協議を進めるなど、早期に改善をはかること。 

(6) 病気休暇・休職制度の運用改善をはかること。また、現行の休暇制度・職免制度の改



悪を行わず、災害時など緊急時における特別休暇、有給教育休暇など休暇制度の新設・

改善をはかること。 

(7) 「育児のための短時間勤務制度」をはじめとした職業生活と家庭生活の両立支援策に

ついて、職場実態に応じた効果的な運用がはかられるよう努めるとともに、女性の活躍

推進の観点をふまえ、育児・介護休暇の男性取得促進に向けた勤務環境の整備・充実に

努めること。さらに、子育て、看護、介護等の休暇制度については、政策的な見地から

充実をはかること。とりわけ、育児職免については継続して実施すること。不妊治療の

職免については運用状況の検証を行い必要な改善をはかること。これらの休暇・休業等

の取得による不利益を生じさせないこと。 

(8) 雇用と年金の接続に関しては、年金支給開始年齢の引き上げと連動したものとし、大

阪市においても総務省通知に基づき、再任用制度を基本としていることから、給与水準

についても生活実態を踏まえた検証と処遇改善を行い、希望者全員の雇用を確保する

こと。また、定年退職後の生活設計が安心できるような高齢者雇用施策については、業

務実態を十分ふまえた高齢者雇用制度となるよう検討すること。また、定年延長にあた

っては、職務給の原則のもと、給与水準を確保するとともに、役職定年などの制度設計

にあたっては現場実態を踏まえ、労働組合との協議を行うこと。 

(9) 臨時・非常勤職員及び任期付職員をはじめとする非正規職員の勤務・労働条件の改善

をはかること。会計年度任用職員の勤務・労働条件については、正規職員との権衡を確

保するとともに、賃金水準の改善を行うこと。任期付職員制度の運用にあたっては、職

の流動化や人件費抑制を行わないこと。 

(10) 時間外労働の上限規制について、賃金不払残業の発生防止に向け適正に勤務管理を

行うこと。 

(11) 年次有給休暇付与義務について、労働基準法及び人事院通知を最低基準として、5日

間以上の年次有給休暇の取得について義務化するとともに勤務環境の整備を行うこと。 

(12) 災害発生時における交通費の自費負担をはじめ、勤務体制の整備をはかること。 

(13) 新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止し、市民及び職員の安全を確保するため、

職員が安心して業務に従事できるよう、職場環境の整備や制度等の充実をはかるなど最

大限の対策を講じること。 

７．職員のモチベーション維持・向上について 

2014確定において「将来の人事給与制度の全体像を描く中で、あるべき昇給制度等の検討

は不可欠である」とする人事委員会の言及を、市側としても検討するとしたことから、職員

のモチベーション維持・向上は喫緊の課題であり、早急に研究・検討を行うべきである。 

労使で、具体的に人事・給与制度全般にわたり、日常的に研究・検討するための場を設

置するなど、必要な交渉・協議を行うこと。 

８．最低賃金について 

全国一律最低賃金制度確立のため、国に強く働きかけること。また、大阪市に働く者の



最低賃金を月額170,800円（日額8,540円）以上とするとともに、労働条件（一時金・休暇

等）についても改善すること。 

９．賃金改定の実施ならびに支払いについて 

(1) 賃金改定の実施日については、2021年4月1日とすること。 

(2) 賃金改定の支払いについては、決定後すみやかに行うこと。 

(3) 外郭団体への派遣等職員について、賃金改定に必要となる財源的措置を行うなど、本

市職員同様の改定を確実に実施すること。 

以 上 

 


